
学校コード F127310108321

設置年度 令和 ４年度

計画の区分： 大学院の設置

大阪河﨑リハビリテーション大学 リハビリテーション研究科 リハビリテーション学専攻

職名・氏名 総務
ソウム
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カチョウ
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カワセ

　太志
フトシ

電話番号　　 072-446-6700

（夜間）　　 090-4919-9359

ｅ－mail　　 soumu@kawasakigakuen.ac.jp

・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

例）

・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

・大学の設置の場合：「○○大学」

https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/mext_01087.html

なお、該当がない場合は、本番号は学校基本調査での「学校コード」と同様の番号ですので、

・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

３　学校コードについては、以下URLを確認の上、該当番号を記載してください。

当該番号を記載してください。

　　担当部局（課）名

・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

例）　○○大学　△△学部　□□学科

（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　作成担当者

認可

令和４年５月１日現在 
学校法人河﨑学園　

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

注１

注３

注2
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＜リハビリテーション学専攻＞
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

カワサキ　タツヒト

河﨑　建人

（平成23年12月）

タケダ　マサトシ

武田　雅俊

（令和2年4月）

タケダ　マサトシ

武田　雅俊

（令和2年4月）

タケダ　マサトシ

武田　雅俊

（令和4年4月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

（　）書きで記入してください。

（例）令和３年度に報告済の内容　→（３）

令和４年度に報告する内容　→（４）

・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

記入してください。

・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

学校法人河﨑学園

・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

大阪河﨑リハビリテーション大学大学院

　　大阪府貝塚市水間１５８

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

〒５９７－０１０４

（３） 調査対象大学等の位置

ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

学 部 長

研究科長

学　　長

職　　名
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（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試

区分ごとではありません）。

・ なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位

（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、それらのコースや専攻単位でも記載したものを、

別ファイルにて提出してください（作成方法は、事務連絡「令和４年度の履行状況報告書の提出について（依頼）を
確認してください）。

・ 様式は、平成３０年度開設の４年制の学科の完成年度を越えて報告する場合（令和４年度までの５年間）ですが、
完成年度を越えている場合は別途ご連絡ください。

・ 留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

記載してください。

・ 短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

リハビリテーション研究科

リハビリテーション学専攻

　修士（リハビリテーション学）

年 人 人 人

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

－ － － － － － － － 4 －

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

－ － － － － － － － 4 －

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

－ － － － － － － － 4 －

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

－ － － － － － － － 4 －

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

「－」を記入してください。

・ 転入学生は記入しないでください。

・ [ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

・ 学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

・ 「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した入学定員、入学者数で算出

してください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

・ 「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

報告年度（令和４年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学等のみ

記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

－ －

０．５０倍 ０．５０倍

・ 基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

－

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和４年度令和３年度平成３０年度 令和元年度 令和２年度

8

(　－ 　) (　－ 　)

－ －

(　－ 　)

[ 　－　 ]

学位又は学科
の分野

設 置 時 の 計 画

修業年限 入学定員

学生募集の停
止について

・ 学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

合格者数

（５） 調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

・ 「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

保健衛生学関
係（リハビリ
テーション関

年次

編入学定員 収容定員
備　考

基礎となる学部
リハビリテーション学
部
リハビリテーション学
科

新規入学者を
募集中2 8 － 16

調査対象学部等の
名称（学位）

備　　考
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

0.5

－

(　－ 　)

[ 　－　 ]

－－

[ 　－　 ]

Ｂ　 入学者数

(　－ 　)
Ａ　 入学定員

志願者数

受験者数

[ 　－　 ] [ 　－　 ]
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

－ － － － － － － － 4 －

[－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－]

（－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－）

－ － － － － － － －

[－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

－ － － － － －

[－] [－] [－] [－] [－] [－]

（－） （－） （－） （－） （－） （－）

－ － － －

[－] [－] [－] [－]

（－） （－） （－） （－）

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

・ 編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

・ 学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

・ 「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

令和２年度

（　　－　 ）

－

令和４年度令和３年度

[　　－ 　]

１年次

２年次

３年次

（　　－　 ）（　　－　 ） （　　－　 ） （　　－　 ）

平成３０年度 令和元年度

計

備 考

－ － － －

[　　－ 　] [　　－ 　] [　　－ 　] [　　－ 　]

４年次

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

人 人 平成３０年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

令和４年度 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

・ 各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

・ 内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

・ 在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

・ 「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

・就職 ・学生個人の心身に関する事情 ・家庭の事情 ・除籍 ・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） 0
平成３０年度の在学者数（ｂ） 0

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 0

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 0

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） 0
令和３年度の在学者数（ｂ） 0

【令和４年度】

令和４年度の退学者数（ａ） 0
令和４年度の在学者数（ｂ） 4

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

人令和２年度

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

区　分

対象年度
うち留学生数

平成３０年度

令和元年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

人 人

合　　計

人

令和３年度 人 人

人令和４年度 4 人 0

=

=

=

=

=

=

=

= = 0 ％

#DIV/0! ％=

#DIV/0! ％

#DIV/0! ％

#DIV/0! ％
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＜リハビリテーション研究科　リハビリテーション学専攻＞

【令和４年度】

必

修

選

択

自

由

教

授

准
教
授

講

師

助

教

助

手

必

修

選

択

自

由

教

授

准
教
授

講

師

助

教

助

手

英語文献講読 １前 2 1 英語文献講読 １前 2 1

医学英語特論 １前 2 3 医学英語特論 １前 2 3

地域支援学特論 １後 2 1 2 3 地域支援学特論 １後 2 1 2 3

小計（6科目） - 12 0 0 4 0 3 0 0 13 小計（6科目） - 12 0 0 4 0 3 0 0 13

１前 2 1 １前 2 1

１前 2 1 １前 2 1

１後 2 1 6 １後 2 1 6

１後 2 1 5 １後 2 1 5

１前 2 1 １前 2 1

１前 2 1 2 １前 2 1 2

１後 2 1 1 １後 2 1 1

認知機能解析学 １後 2 1 1 2 認知機能解析学 １後 2 1 1 2

運動機能解析学 １後 2 1 1 7 運動機能解析学 １後 2 1 1 7

生活行為解析学 １後 2 1 1 2 生活行為解析学 １後 2 1 1 2

１後 2 1 3 １後 2 1 3

１後 2 2 １後 2 2

１前 2 1 １前 2 1

小計（13科目） - 0 26 0 4 2 3 0 0 19 小計（13科目） 0 26 0 4 2 3 0 0 19

１前 2 1 2 1 1 １前 2

１後 2 1 2 1 1 １後 2

1~2通年 8 1 3 1 1~2通年

１前 2 2 2 １前

１後 2 2 2 １後

1~2通年 8 2 2 1~2通年

支
持
科
目

2

3

1

3

1 1

2

1 1

地域ケアマネジメ
ント特論

心のサイエンスと
臨床心理学

コミュニケーション
解析学

園芸療法補完代
替医療

精神神経解剖学
特論

認知リハビリテー
ション学概論

認知リハビリテー
ション学研究方法
論

リハビリテーション
教育学特論

リハビリテーション
教育学演習

地域社会福祉制
度特論

授業科目の名称

配
当
年
次

科目
区分

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

２　授業科目の概要

【認可時又は届出時】

（１）－① 授業科目表

支
持
科
目

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

兼
任
・
兼
担

リハビリテーション
疫学・統計学特論

認知機能・認知予
備力特論

地域リハビリテー
ションリーダー論

リハビリテーション
疫学・統計学特論

認知機能・認知予
備力特論

地域リハビリテー
ションリーダー論

１後

１前

１前

2

2

単位数 専任教員等の配置

１前 2 1 1 3

共
通
科
目

共
通
科
目

専
門
科
目

専
門
科
目

１前 2 2 1

１後 2 1 1 3

地域ケアマネジメ
ント特論（未開講）

心のサイエンスと
臨床心理学

コミュニケーション
解析学

園芸療法補完代
替医療

精神神経解剖学
特論

認知リハビリテー
ション学概論

認知リハビリテー
ション学研究方法
論（未開講）

リハビリテーション
教育学特論

リハビリテーション
教育学演習

地域社会福祉制
度特論

［運動機能科学領
域］

運動機能リハビリテー
ション学特論

運動機能リハビリテー
ション学演習

運動機能科学特別研究

［生活行為科学領
域］

生活行為リハビリ
テーション学特論
（未開講）

生活行為リハビリテー
ション学演習（未開講）

生活行為科学特別研究
（未開講）

生活行為リハビリ
テーション学特論

生活行為リハビリテー
ション学演習

生活行為科学特別研究

［運動機能科学領
域］

運動機能リハビリテー
ション学特論

運動機能リハビリテー
ション学演習

運動機能科学特別研究

［生活行為科学領
域］
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１前 2 3 2 １前

１後 2 3 2 １後

1~2通年 8 3 2 1~2通年

小計（9科目） - 0 36 0 7 2 5 1 0 1 小計（9科目） - 2

- 12 62 0 7 2 8 1 0 27 - 27

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

・ 認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。
・ 各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。
・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。
・ 履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。
・ １ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。
・ 不要な年度（令和２年度開設であれば令和元年度）の表は適宜削除してください。

（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）
・ 専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、

「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

2年以上在学し、共通科目の必修12単位、支持科目から選択科目8単位以上、領域
を選択し、専門科目から4単位、特別研究8単位を含む32単位以上を修得し、かつ
必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格すること。

合計（28科目） 合計（28科目）

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

2年以上在学し、共通科目の必修12単位、支持科目から選択科目8単位以上、領域
を選択し、専門科目から4単位、特別研究8単位を含む32単位以上を修得し、かつ
必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格すること。

コミュニケーション
リハビリテーション
学演習

コミュニケーション
科学特別研究

［コミュニケーショ
ン科学領域］

コミュニケーション
リハビリテーション
学特論
コミュニケーション
リハビリテーション
学演習

コミュニケーション
科学特別研究

［コミュニケーショ
ン科学領域］

コミュニケーション
リハビリテーション
学特論
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【令和４年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、
授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

・ 変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。
・ 不要な年度（令和２年度開設であれば令和元年度）の表は適宜削除してください。

（１）－②授業科目表に関する変更内容

合同授業による兼担の追加（オムニバス兼担1人担当部分を兼担2人の合同で実施）

9



科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を
記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

計

（２） 授業科目数

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由 計（Ａ） 必修 選択 自由

6 22 0 28 6 0 28
変更なし

[　　0　　] [　　0　　] [　　0　　] [　　0　　]

22
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。
・ 履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

・ 教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

・ 専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（４） 廃止科目

・ 教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

該当なし

廃止の理由，代替措置の有無

ください。

該当なし

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

該当なし

ください。

・ 専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

11



（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

28

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

・ 「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
留意してください。

％
設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 0

12



備考

(８)

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

481㎡

5,264㎡

0㎡

(７) 体　　育　　館

実験実習室

完成年度

108 席

（14〔13〕）
539
534

1339
1058

収 納 可 能 冊 数

544
1339
1058

4

1339
1058

4
539
534

0㎡

0㎡

・ 昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

その理由及び報告年度「（４）」を「備考」に赤字で記入してください。

なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

・ 運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

・ 校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

を併せて提出してください。

・ 国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

そ　の　他

面 積

区　　分

閲 覧 座 席 数

（14〔13〕）

966㎡ 該 当 な し

体育館以外のスポーツ施設の概要

開設前年度 完成年度

32,000 冊

合 計

262㎡ 262 ㎡

18室

図
書
・
設
備

(５)

計
     196〔37〕

種

リハビリテー
ション研究科
リハビリテー
ション学専攻

32,032〔434〕

講　義　室

13室
(３) 教　　室　　等

演　習　室

(４) 専任教員研究室

（30,933〔420〕）
（30,852〔414〕）

（193〔33〕）
（192〔33〕）

19室

1,700千円

開設年度

5,264㎡ 0㎡

32,032〔434〕　

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

機械・器具 標　　本
〔うち外国書〕

14〔13〕　 544
1339
1058

4

14〔13〕

（192〔33〕）

0㎡

点 点点

13,776㎡

0㎡

内 容

専 用

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次

1,045千円 745千円

第４年次 第５年次

（30,933〔420〕）
（30,852〔414〕）

14,038 ㎡

語学学習施設

（補助職員　　1人）

1室

情報処理学習施設

1室

（補助職員　　1人）

4

0㎡

電子ジャーナル

面 積

703千円

３　施設・設備の整備状況，経費

0㎡ 11,540㎡

（ 11,540㎡）

14,038㎡ 0㎡

計

11,540㎡ 0㎡

（ 0㎡） （ 0㎡）

校

地

等

専 用 共 用
共用する他の
学校等の専用

共 用
共用する他の
学校等の専用

計

運動場用地

小 計

区 分

13,776㎡

8,512㎡

（　 　11,540㎡）

(２) 校 舎

・ 「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和４年５月１日現在の数値を記入してください。

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、

新設学部等の名称 室 数

リハビリテーション研究科
リハビリテーション学専攻

室

冊

196〔37〕　

18

視聴覚資料

千円千円 千円

400千円

学部(必要面積6,400
㎡）と共用
借用（面積1,200㎡：
R9.3.31まで以後使用
保証有、面積331㎡：
R24.11.27まで、面積
5,264㎡：R19.11.30ま
で）

学部（必要面積7,669
㎡）と共用
大学院使用（6,266
㎡）

情報処理学習施設は語
学学習施設と兼用
大学全体

26,422千円 1,000千円

1,700千円

大学全体

購入分追加(4)
（機械・器具について
は学部専用から共用へ
の変更分を含む）

大学全体

申請研究科全体
ただし、研究費は大学
全体に含まれる（図書
購入費に電子ジャーナ
ル7種も含む）

(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

設備購入費

図書購入費

千円

400千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

経費
の見
積り

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学経常費補助金等

区 分 開設年度

共 同 研 究 費 等 3,000千円 3,000千円 1,000千円

第６年次

0㎡ 0㎡ 8,512㎡
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 大阪河﨑リハビリテーション大学 学生募集停止学科数 0
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和４年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

リハビリテーション
学部

4 160
2年次

若干名
640

学士
（リハビリ
テーション

学）

0.64 0.58 - 平成18 大阪府貝塚市水間158

リハビリテーショ
ン学科

4 160
2年次

若干名
640

学士
（リハビリ
テーション

学）

0.64 0.58 - 平成18 大阪府貝塚市水間158

理学療法学専攻 4 60
2年次

若干名
240

学士
（リハビリ
テーション

学）

0.96 0.86 - 平成18 大阪府貝塚市水間158

作業療法学専攻 4 60
2年次

若干名
240

学士
（リハビリ
テーション

学）

0.46 0.43 - 平成18 大阪府貝塚市水間158

言語聴覚学専攻 4 40
2年次

若干名
160

学士
（リハビリ
テーション

学）

0.42 0.37 - 平成18 大阪府貝塚市水間158

大学全体 - 160 - 640 - - - - - -
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大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 0
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

リハビリテーション
研究科

2 8 - 16 - 0.50 0.50 - 令和4 大阪府貝塚市水間158

リハビリテーショ
ン学専攻（修士課
程）

2 8 - 16
修士

（リハビリ
テーション

学）

0.50 0.50 - 令和4 大阪府貝塚市水間158

大学院全体 - 8 - 16 - - - - - -

大阪河﨑リハビリテーション大学大学院

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地
編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和４年度
入学定員
超過率
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大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 0
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍

人

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学、大学院、短期大学及び

高等専門学校についてそれぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください（専攻科及び別科を除く）。

・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和４年度）から起算した修業年限に相当する期間の

入学定員超過率の平均を記載してください。

・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

記入してください。

令和４年度
入学定員
超過率

該当なし

開設
年度

学位又
は称号

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

所　在　地既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

平均入学
定員

超過率
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【認可時又は届出時】 【令和４年度】

専 教授

ナカムラ　ミサ

中村　美砂

＜令和4年4月＞
博士(医学)

認知機能・認知予備力特論
認知リハビリテーション学研究方法論
運動機能科学特別研究

専 教授

ナカムラ　ミサ

中村　美砂

＜令和4年4月＞
博士(医学)

認知機能・認知予備力特論
認知リハビリテーション学研究方法論
運動機能科学特別研究

教授

ツボタ　ユウジ

坪田　裕司

＜令和4年4月＞
博士(医学)

リハビリテーション疫学・統計学特論
地域支援学特論
リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習
地域ケアマネジメント特論
運動機能解析学
運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習

リハビリテーション疫学・統計学特論
地域支援学特論
リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習
地域ケアマネジメント特論
運動機能解析学
運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習

専 教授

カミシマ　タケシ

上島　健

＜令和4年4月＞
博士(保健学)

専 教授

カミシマ　タケシ

上島　健

＜令和4年4月＞
博士(保健学)

コミュニケーションリハビリテーショ
ン学特論
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学演習
コミュニケーション科学特別研究

コミュニケーションリハビリテーショ
ン学特論
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学演習
コミュニケーション科学特別研究

専 教授

ツボタ　ユウジ

坪田　裕司

＜令和4年4月＞
博士(医学)

専

生活行為解析学
生活行為リハビリテーション学特論
生活行為リハビリテーション学演習

生活行為科学特別研究

生活行為解析学
生活行為リハビリテーション学特論
生活行為リハビリテーション学演習

生活行為科学特別研究

教授

テラヤマ　クミコ

寺山　久美子

＜令和4年4月＞
博士(医学)

認知機能・認知予備力特論
認知リハビリテーション学概論
心のサイエンスと臨床心理学
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学特論
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学演習
コミュニケーション科学特別研究

認知機能・認知予備力特論
認知リハビリテーション学概論
心のサイエンスと臨床心理学
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学特論
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学演習
コミュニケーション科学特別研究

専 教授

フルイ　トオル

古井　透

＜令和4年4月＞
博士(保健学)

専 教授

フルイ　トオル

古井　透

＜令和4年4月＞
博士(保健学)

地域リハビリテーションリーダー論
生活行為リハビリテーション学特論
生活行為リハビリテーション学演習
生活行為科学特別研究

地域リハビリテーションリーダー論
生活行為リハビリテーション学特論
生活行為リハビリテーション学演習
生活行為科学特別研究

専 教授

テラヤマ　クミコ

寺山　久美子

＜令和4年4月＞
博士(医学)

専

専

教授
(学
長)
(研究
科長)

タケダ　マサトシ

武田　雅俊

＜令和4年4月＞
医学博士

専

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

５　教員組織の状況

＜リハビリテーション研究科　リハビリテーション学専攻＞

（１）ー① 担当教員表

の別　 の別　

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

担当授業科目名

教授
(学
長)

(研究
科長)

タケダ　マサトシ

武田　雅俊

＜令和4年4月＞
医学博士

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等
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専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

の別　 の別　

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

講師

シマノ　コウイチ

嶋野　広一

＜令和4年4月＞
博士(保健学)

地域支援学特論 地域支援学特論

専 講師

アシヅカ　アオイ

芦塚　あおい

＜令和4年4月＞
博士(医学)

専 講師

アシヅカ　アオイ

芦塚　あおい

＜令和4年4月＞
博士(医学)

コミュニケーション解析学
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学特論
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学演習
コミュニケーション科学特別研究

コミュニケーション解析学
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学特論
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学演習
コミュニケーション科学特別研究

専 講師

ナカオ　ヒデトシ

中尾　英俊

＜令和4年4月＞
博士(工学)

運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習
運動機能科学特別研究

教授

ウツノミヤ　ヒロトシ

宇都宮　洋才

＜令和4年4月＞
博士(医学)

生活行為解析学
生活行為リハビリテーション学特論
生活行為リハビリテーション学演習
生活行為科学特別研究

生活行為解析学
生活行為リハビリテーション学特論
生活行為リハビリテーション学演習
生活行為科学特別研究

専
准教
授

タケイ　マキ

武井　麻喜

＜令和4年4月＞
博士(リハビリテーション療法学)

専

コミュニケーションリハビリテーショ
ン学特論
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学演習
コミュニケーション科学特別研究

コミュニケーションリハビリテーショ
ン学特論
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学演習
コミュニケーション科学特別研究

准教
授

タケイ　マキ

武井　麻喜

＜令和4年4月＞
博士(リハビリテーション療法学)

専 助教

イマオカ　マサカズ

今岡　真和

＜令和4年4月＞
博士(保健学)

専 助教

イマオカ　マサカズ

今岡　真和

＜令和4年4月＞
博士(保健学)

リハビリテーション疫学・統計学特論
地域リハビリテーションリーダー論
地域支援学特論
運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習
運動機能科学特別研究

リハビリテーション疫学・統計学特論
地域リハビリテーションリーダー論
地域支援学特論
運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習
運動機能科学特別研究

専 講師

オオゴモリ　トモヒロ

大篭　友博

＜令和4年4月＞
博士(理学) 専

兼担 講師

オカ　ケンジ

岡　健司

＜令和4年4月＞
博士(人間科学)

専

専 講師

シマノ　コウイチ

嶋野　広一

＜令和4年4月＞
博士(保健学) 専

講師

オオゴモリ　トモヒロ

大篭　友博

＜令和4年4月＞
博士(理学)

認知機能解析学
運動機能解析学
精神神経解剖学特論

認知機能解析学
運動機能解析学
精神神経解剖学特論

専 教授

ウツノミヤ　ヒロトシ

宇都宮　洋才

＜令和4年4月＞
博士(医学)

専

講師

オカ　ケンジ

岡　健司

＜令和4年4月＞
博士(人間科学)

リハビリテーション疫学・統計学特論
運動機能解析学

リハビリテーション疫学・統計学特論
運動機能解析学
運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習
運動機能科学特別研究
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専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

の別　 の別　

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

教授

ゴトウ　タカヒロ

後藤　隆洋

＜令和4年4月＞
博士(医学)

認知機能・認知予備力特論
認知機能解析学

認知機能・認知予備力特論
認知機能解析学

専 講師

コウノ　リョウヘイ

河野　良平

＜令和4年4月＞
博士(工学)

専 講師

コウノ　リョウヘイ

河野　良平

＜令和4年4月＞
博士(工学)

コミュニケーションリハビリテーショ
ン学特論
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学演習
コミュニケーション科学特別研究

コミュニケーションリハビリテーショ
ン学特論
コミュニケーションリハビリテーショ
ン学演習
コミュニケーション科学特別研究

兼担 教授

サカイ　ケイタ

酒井　桂太

＜令和4年4月＞
修士(保健学)

兼担 教授

サカイ　ケイタ

酒井　桂太

＜令和4年4月＞
修士(保健学)

リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習
運動機能解析学
運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習

リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習
運動機能解析学
運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習

イマイ　リョウタ

今井　亮太

＜令和4年4月＞
博士(健康科学)

運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習
運動機能科学特別研究

運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習
運動機能科学特別研究

専 講師

マツオ　カヨ

松尾　加代

＜令和4年4月＞
博士(心理学)

英語文献講読
心のサイエンスと臨床心理学

英語文献講読
心のサイエンスと臨床心理学

ヒダ　ミツマサ

肥田　光正

＜令和4年4月＞
修士(健康科学)

専 講師

ヒダ　ミツマサ

肥田　光正

＜令和4年4月＞
修士(健康科学)

運動機能科学特別研究 運動機能科学特別研究

講師

リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習
生活行為解析学

リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習
生活行為解析学

兼担 教授

タニグチ　エイジ

谷口　英治

＜令和4年10月＞
MasterofScienceinOccupational 

Therapy
(米国)

兼任

オカダ　モリヒロ

岡田　守弘

＜令和4年10月＞
博士(医学)

兼担 教授

オカダ　モリヒロ

岡田　守弘

＜令和4年10月＞
博士(医学)

教授

タニグチ　エイジ

谷口　英治

＜令和4年10月＞
MasterofScienceinOccupational 

Therapy
(米国)

専 講師

専 講師

兼担 教授

ゴトウ　タカヒロ

後藤　隆洋

＜令和4年4月＞
博士(医学)

兼担

マツオ　カヨ

松尾　加代

＜令和4年4月＞
博士(心理学)

兼担 教授

専 講師

イマイ　リョウタ

今井　亮太

＜令和4年4月＞
博士(健康科学)

専

リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習

リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習

兼担 教授

ナカマツ　シュンスケ

中柗　俊介

＜令和4年10月＞
修士(医科学)

兼担 教授

ナカマツ　シュンスケ

中柗　俊介

＜令和4年10月＞
修士(医科学)

リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習

リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習
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専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

の別　 の別　

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

准教
授

ムラニシ　ヒサヨシ

村西　壽祥

＜令和4年10月＞
修士(医学)

リハビリテーション教育学特論
運動機能解析学

リハビリテーション教育学特論
運動機能解析学

准教
授

コマツ　タケノリ

小枩　武陛

＜令和4年10月＞
修士(スポーツ科学)

運動機能解析学

准教
授

ヒサリ　アヤコ

久利　彩子

＜令和4年10月＞
修士(学術)

地域支援学特論
運動機能解析学
園芸療法補完代替医療

兼担
准教
授

ムラニシ　ヒサヨシ

村西　壽祥

＜令和4年10月＞
修士(医学)

兼担

兼担

兼担
准教
授

コマツ　タケノリ

小枩　武陛

＜令和4年10月＞
修士(スポーツ科学)

兼担

運動機能解析学

准教
授

ヒサリ　アヤコ

久利　彩子

＜令和4年10月＞
修士(学術)

兼担

地域支援学特論
運動機能解析学
園芸療法補完代替医療

兼担

准教
授

ノムラ　カズキ

野村　和樹

＜令和4年4月＞
修士(社会福祉学)

地域支援学特論
地域社会福祉制度特論
地域ケアマネジメント特論

地域支援学特論
地域社会福祉制度特論
地域ケアマネジメント特論

兼担 教授

キムラ　ヒデオ

木村　秀生

＜令和4年10月＞
修士(教育学)

リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習
コミュニケーション解析学

兼担 教授

ミネヒサ　キョウコ

峰久　京子

＜令和4年4月＞
博士(保健学)

兼担 教授

ミネヒサ　キョウコ

峰久　京子

＜令和4年4月＞
博士(保健学)

リハビリテーション疫学・統計学特論
運動機能解析学

リハビリテーション疫学・統計学特論
運動機能解析学
運動機能リハビリテーション学特論
運動機能リハビリテーション学演習

教授

ツカモト　ヨシミ

塚本　能三

＜令和4年10月＞
修士(学術)

リハビリテーション教育学特論
リハビリテーション教育学演習
コミュニケーション解析学

兼担
准教
授

ウマヤハラ　クニヒロ

馬屋原　邦博

＜令和4年10月＞
修士(文学)

兼担
准教
授

ウマヤハラ　クニヒロ

馬屋原　邦博

＜令和4年10月＞
修士(文学)

コミュニケーション解析学 コミュニケーション解析学

兼担 講師

ハタナカ　リョウタ

畑中　良太

＜令和4年10月＞
修士(保健学)

兼担 講師

ハタナカ　リョウタ

畑中　良太

＜令和4年10月＞
修士(保健学)

運動機能解析学 運動機能解析学

兼担
准教
授

タカハシ（ハヤシ）ヤスコ

髙橋（林）　泰子

＜令和4年10月＞
修士(教育学)

兼担
准教
授

タカハシ（ハヤシ）ヤスコ

髙橋（林）　泰子

＜令和4年10月＞
修士(教育学)

認知機能解析学 認知機能解析学

兼担
准教
授

ノムラ　カズキ

野村　和樹

＜令和4年4月＞
修士(社会福祉学)

兼担
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専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

の別　 の別　

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任 講師

ナカタニ　ユウヤ

中谷　勇哉

＜令和4年4月＞
修士（情報学）

兼任 講師

ナカタニ　ユウヤ

中谷　勇哉

＜令和4年4月＞
修士（情報学）

リハビリテーション疫学・統計学特論 リハビリテーション疫学・統計学特論

兼任 講師

イトウ　タカオ

伊藤　隆夫

＜令和4年10月＞
学士（工学）

兼任 講師

イトウ　タカオ

伊藤　隆夫

＜令和4年10月＞
学士（工学）

地域リハビリテーションリーダー論 地域リハビリテーションリーダー論

兼任 講師

セキモト　ミツシ

関本　充史

＜令和4年10月＞
学士(作業療法学)

兼任 講師

セキモト　ミツシ

関本　充史

＜令和4年10月＞
学士(作業療法学)

地域リハビリテーションリーダー論 地域リハビリテーションリーダー論

兼担 助教

ワダ　ヒデツグ

和田　英嗣

＜令和4年10月＞
学士(リハビリテーション学)

兼担 助教

ワダ　ヒデツグ

和田　英嗣

＜令和4年10月＞
学士(リハビリテーション学)

コミュニケーション解析学 コミュニケーション解析学

兼任　 講師

ニッタ　カオリ

新田　香織

＜令和4年4月＞
言語学修士(米国)

兼任　 講師

ニッタ　カオリ

新田　香織

＜令和4年4月＞
言語学修士(米国)

医学英語特論 医学英語特論

兼担 助教

オオルイ　ジュンヤ

大類　淳矢

＜令和4年4月＞
修士(保健学)

兼担 助教

オオルイ　ジュンヤ

大類　淳矢

＜令和4年4月＞
修士(保健学)

地域ケアマネジメント特論 地域ケアマネジメント特論

兼担 助教

タザキ　フミエ

田崎　史江

＜令和4年10月＞
学士(リハビリテーション学)

兼担 助教

タザキ　フミエ

田崎　史江

＜令和4年10月＞
学士(リハビリテーション学)

園芸療法補完代替医療 園芸療法補完代替医療

兼任 講師

ミヤマ　アキコ

深山　晶子

＜令和4年4月＞
言語学修士

兼任 講師

ミヤマ　アキコ

深山　晶子

＜令和4年4月＞
言語学修士

医学英語特論 医学英語特論

兼任 講師

オウサカ　ノブコ

逢坂　伸子

＜令和4年10月＞
修士(人間福祉社会学)

兼任 講師

オウサカ　ノブコ

逢坂　伸子

＜令和4年10月＞
修士(人間福祉社会学)

地域リハビリテーションリーダー論 地域リハビリテーションリーダー論

兼任 講師

ノグチジュディー

野口 ジュディー

＜令和4年4月＞
応用言語学博士（英国） 兼任 講師

ノグチジュディー

野口 ジュディー

＜令和4年4月＞
応用言語学博士（英国）

医学英語特論 医学英語特論

兼担 講師

ミズノ（ナカマツ）　タカコ

水野（中柗）　貴子

＜令和4年10月＞
修士(医科学)

兼担 講師

ミズノ（ナカマツ）　タカコ

水野（中柗）　貴子

＜令和4年10月＞
修士(医科学)

生活行為解析学 生活行為解析学
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専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

担当授業科目名

の別　 の別　

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）
・ 認可申請書又は設置届出書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。
・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の教員全て（兼任，兼担教員を含む。）を黒字で記入してください。
その上で，認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

・ 各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教員名簿」を確認してください。
・ 年齢は，それぞれの年度の５月１日時点の満年齢を記入してください。
・ 専任（専門職大学等は専、実専、実（研）、実み）、兼担、兼任の順に記入してください。
・ 不要な年度（令和２年度開設であれば令和元年度）の表は適宜削除し、詰めてください。

兼任 講師

ムラカワ　ヒロカズ

村川　浩一

＜令和4年10月＞
経済学士

兼任 講師

ムラカワ　ヒロカズ

村川　浩一

＜令和4年10月＞
経済学士

地域支援学特論 地域支援学特論
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（１）ー②担当教員表に関する変更内容

（注）・  変更内容を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

・ 不要な年度（令和２年度開設であれば令和元年度）の表は削除せず、斜線を入れてください。

・ 認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は、当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し、

大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（ＡＣ教員審査）を受けてください。ＡＣ教員審査を受けずに専任教員として授業等を担当することは出来ません。

・ 「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」と記入してください。

なお、設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は、「教員審査省略」と記入してください。

【令和２年度】

【令和３年度】

【令和４年度】
（記入例）
・中尾講師就任辞退により、岡講師に変更。令和４年１月ＡＣ教員審査済み。

【令和元年度】
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（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

算出される教員数を記入してください。

（注）・「設置時の計画」には、設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに、（　）内に開設時の状況を記入してください。

・「現在（報告時）の状況」には、報告年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

・「現在（報告時）の完成年度時の状況」には、認可で設置された学部等の場合は、「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、

教員審査を受審済みであり、完成年度までに就任する教員数を加えた数を、届出で設置された学部等の場合は、

「現在（報告時）の状況」」に記入した数字に、完成年度までに就任することが決定している教員数を加えた数を記入するとともに、

［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

・「現在（報告時）の完成年度時の計画」には、予定されている完成年度時の人数を記入するとともに、

［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

・専門職大学院の場合は、「研究指導教員」を「研究者教員」と、「研究指導補助教員」を「実務家教員」と修正して記入してください。

（注）・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

及び、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

教員数及び完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

し、「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ） =
設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

報告時の教員のうち、定年を延長して採用している教員数
現在（報告時）の状況（Ｂ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ'）
設置時の計画（Ａ'）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

研究指導教員
数

［0］ ［0］ ［0］ ［0］

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

　（２）－④　設置時の計画に対する教員充足率

18
= ％

18

講　師 助　教
助手

（Ｃ'）
教　授 准教授

8 1 0

［0］ ［0］ ［0］

1 0 7

12 2 4 12 2

65 3

歳 名

　（２）－③　年齢構成

定年規定の定める
定年年齢（歳）

報告時（上記
（Ｂ））の教員の
うち、定年を延長
して採用している

教員数

教　授 准教授

2

［0］ ［0］ ［0］ ［0］ ［0］ ［0］ ［0］

7 2 8

4

［0］ ［0］

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

12 2 4
12 2 4

（0） (2) （0）

（２） 専任教員数等

（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時における
設置基準上の必要研

究指導教員数

うち、完成年度時に
おける設置基準上の

必要教授数

　（２）－②　専任教員等数【大学院】

設　置　時　の　計　画 現在（報告時）の状況

6 4

名 名

完成年度時における
設置基準上の必要研
究指導補助教員数

6

名

年齢構成

完成年度時（上記
（Ｃ））の教員う
ち、定年を延長し
て採用する教員数

3

名

准教授 講　師 助　教
助手

（Ｂ'）
教　授 准教授 講　師 助　教

助手
（Ａ'）

教　授
計

（Ａ）

(7) (2) (8) (1) (0)

8 1

計
（Ｃ）

18

［0］

計
（Ｂ）

18

計
（Ｄ）

18

［0］

0

講　師 助　教
助手

（Ｄ'）

現在（報告時）の完成年度時の状況 現在（報告時）の完成年度時の計画

7 2 8 1 0
7 2

18

(18)

　（２）－⑥　設置時の計画に対する助手充足率

=
0

= #DIV/0! ％
0

100

16.66

　（２）－⑤　現在（報告時）の状況における定年を延長している教員構成率

=
3

= ％
18
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時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

時期

該当なし

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　（３）－③　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３）－③合計（Ｄ）+（Ｆ）
（２）－②設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

（注）・（３）－①、（３）－②で赤字で記載した専任教員数の合計数を記載してください。

0 科目 自由 0 自由

　（３）－④　設置時の計画に対する教員辞任率

= = 5.55 ％
1
18

0

計 0

0

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

選択

必修

科目 選択

②の合計数（b）

後任補充状況の集計（Ｅ）＋（Ｇ）

0

選択

③の合計数（c）

・ また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

0

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

辞任した教員数

1 人

0自由

自由

専任教員氏名

②の合計数（b）

0

3 0

必修・選択・自由の別

必修・選択・自由の別

選択

①

選択

3

0

・ 「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

・ また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

科目

選択

辞任等の理由

科目

必修

科目

後任補充状況担当予定科目

（３） 専任教員辞任等の理由

「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）就任を辞退した教員数

3

0

0

0

番　号

①の合計数（a）

自由自由

計 計計

3 0

0必修 0

合計（Ｄ）＋（Ｆ）

1 人

0

③の合計数（c）

0 人

計

①の合計数（a） ②の合計数（b）

必修 0 科目 必修

0 選択

・ 昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

0 計

必修

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

必修

自由

0

0 選択 0

0

計 00

0 科目

0 科目

0 科目 計

必修

自由 0

必修

選択

自由

選択 3

運動機能リハビリテーション学特論

運動機能科学特別研究

計

0

辞任等した教員数

「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

（注）・　一度就任した後に、定年による退職以外の理由で辞任した全ての専任教員についてに記入してください。

0

3 選択

必修

0

自由 0

計 3 科目 計 3

　（３）－⑤　令和３年度報告書から、新たに辞任等した専任教員等の状況

（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

選択

①

①

後任補充状況 就任辞退（未就任）の理由

R4.3付けで退職のため就任辞退（４）

担当予定科目

講師 R4.3中尾　英俊 運動機能リハビリテーション学演習１

0

人

職　位 専任教員氏名

①の合計数（a）

科目

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

0

科目

合計（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｇ）

0

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

1

番　号 職　位

・ 昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合、赤字にて記入するとともに、

選択

必修 0

選択

必修

選択

自由自由 0

③の合計数（c）

合計（Ｄ） 後任補充状況の集計（Ｅ）
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科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

・ また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

科目 自由 0 自由

0 必修 0 必修 0

選択 0 科目 選択 0
人

必修 0 科目 必修

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計 0

（注）・　定年により退職した全ての専任教員についてに記入してください。

・ 昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

0
0 自由 0

計 0 科目 計 0 計 0

選択 0 選択 0

自由 0

合計 後任補充状況の集計

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

該当なし

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

　（３）－⑥　定年により退職した専任教員に対する後任補充状況

自己都合による退職のため、致し方ないと考える。学生にはオリエンテーション時に周知した。

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する大学の所見、学生への周知方法、

26



区 分
今後の

の実施計画

認　可　時

（令和3年）

設置計画履行状況

調　査　結　果

（令和○○年）

寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等

・設置の趣旨・目的等
が生かされるよう、設
置計画を確実に履行す
ること。また、学術の
理論及び応用を教授研
究するという大学院の
目的に照らし、開設時
から充実した教育研究
活動を行うことはもと
より、その水準を一層
向上させるよう努める
こと。

遵守事項に即して、設置計
画を履行している。大学に
設置しているFD・SD委員会
に大学院専任教員を配置
し、認知予備力研究セン
ターが開催するCRRCセミ
ナー（各教員の研究成果発
表）の開催頻度を倍増する
等、教育研究の充実を図る
ための取組を拡充してい
る。

左記の取組を継続するとと
もに将来的に学部に所属す
る若手の専任教員が大学院
の教育研究活動に参画でき
るように育成を図る。

遵守事項 履行中

履　行　状　況

具体的に記入してください。

・ 「設置計画履行状況調査結果」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

・ 「設置計画履行状況調査結果」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

・ 「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

・ 該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

設置時の計画から大きな変更はないが、助言事項に対する
対応を以下に記載する。

・養成する人材像やカリキュラム・ポリシー、アドミッ
ション・ポリシーに示されている「リハビリテーション専
門職」、「リハビリテーション療法士」、「リハビリテー
ション専門職者」の違いが判然としないことから、統一す
るか、その違いを明らかにした上で、学生等に対して誤解
が生じないように示すことが望ましい。

助言事項に沿って、教育目標、育成する人材像、三つのポ
リシー等について原則「リハビリテーション専門職」で文
言を統一し修正を行った。（別添①参照）

・「地域社会福祉制度特論」について、「児童」を中心に
取り扱う限定的な授業内容となっていることから、授業科
目の名称や到達目標等に鑑み、地域の社会福祉制度とリハ
ビリテーションの観点から授業内容の充実を図ることが望
ましい。

助言事項に沿って、「児童福祉」についての理解を踏まえ
たうえで、身体障害者福祉法の関係、知的障害者福祉法制
定との関わり等を取り上げ、地域における施策や地域リハ
ビリテーションのあり方を学修するよう授業内容を拡充し
た。（別添②参照）

・長期的かつ安定的な学生の確保に資するため、本研究科
に対する社会的なニーズを客観的な根拠に基づき分析する
などして、戦略的な学生募集活動に取り組むことが望まし
い。

近畿地方の医療機関の社会的ニーズの調査結果を鑑みて、
本学学部の実習施設を中心に学生募集活動を展開する。
また、非リハビリテーション専門職の社会的ニーズを調査
し、必要に応じて出願資格の見直しを行う。

・既設校の今後の定員充足の在り方について検討し、定
員未充足の改善に取り組むこと。（大阪河﨑リハビリテー
ション大学 リハビリテーション学部 リハビリテーション
学科）

事業計画に以下の項目を掲げ、入学定員の充足を最重要課
題として取組を行う。
1 ターゲットを見据えた 入試・広報活動
2 外部コンサルテーション会社との協働
3 入学選抜試験の改善
4 奨学金制度の改善

・ FD・SD研修の企画・実施

・ 大学院のFDについて

・ FD・SD計画及び活動報告について

・ 学生による授業評価の結果分析及びフィードバックに関すること

・ FD・SD活動に関する情報の収集と提供に関すること

　ａ　委員会の設置状況

　FD・SD委員会を設置している。（別添③FD・SD委員会規程）

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

ａ　実施内容

・ FD・SD研修会（年6回を計画）

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　委員は学部及び研究科の各専攻の教員1名以上を含む教員5名程度と事務職員若干名と規定しており、現在、研究科の
専任教授を委員長として、教員7名・職員2名が委員として組織している。第1回の委員会では教員7名の内、6名が出席し
た。

　ｃ　委員会の審議事項等

・ FDに関する自己点検・評価について

② 実施状況

　令和4年度は年間で5回の開催を予定しており、現在1回開催した。

７　その他全般的事項

＜リハビリテーション研究科　リハビリテーション学専攻＞

（１） 設置計画変更事項等

① 実施体制
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・ CRRCセミナーの開催（2ヶ月に1回の開催から月1回の開催に変更）による各教員の研究発表の実施

・ 学生による授業評価の結果分析及びフィードバックの実施　等

・ 授業の様子を動画で記録し、集積する

・ Microsoft Formsを活用した学生による授業評価の実施　等

・ 学生による授業評価は原則全ての開講科目を対象に実施予定

・FD・SD研修会において学生による授業評価のフィードバックを行う予定である。

③ 学生に対する授業評価アンケートの実施状況

ａ　実施の有無及び実施時期

令和4年度は前期8月、後期1月に実施予定である。

・ 学内共同研究及び外部資金による研究の成果発表の実施

　ｂ　実施方法

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

・ 第1回FD・SD研修会は大学院全専任教員18名が参加（後日動画配信及び資料での受講者2名）し、大学全体につ
いても全専任教員41名が参加（後日動画配信及び資料での受講者5名）した。

・ 教員全体に向けたFD・SD研修会を実施

・各教員の研究成果を教育に還元できるよう教員間でディスカッションを行う。

・ 教員相互の授業参観（授業の様子を動画で記録し、他の教員が閲覧可能としている。）

・ 自己点検・評価報告書作成

ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

教員に対しては、授業評価アンケートの集計結果をFD・SD研修会で配布する予定であり、学生に対しては前述の内容
を記載した「FD・SD活動報告書」をホームページで公表し、図書館でも閲覧可能にする。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

29



　（5月1日現在の委員名簿も添付してください。委員に変更がある場合は、その内容と各区分を踏まえた委員構成で

　あることを説明してください。併せて、別途委員名簿を変更内容が分かるよう加筆の上、提出してください。）

　ｄ　その他

・ 産業界との連携に関する○○の観点から教育課程に対する提案内容

　c　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への反映状況

記入例）

・ 地域との連携に関する○○の観点から教育課程に対する提案内容

① 体制

ａ　委員会の設置状況

　ｂ　委員会の開催状況（回数や開催日など）

　ｃ　委員会の審議事項等

② 審議状況

ａ　審議した内容

　b　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への見直し状況

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

※専門職大学、専門職短期大学、専門職学科、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

該当なし
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　　計画通り、教育研究活動を実行できている。

（４） 自己点検・評価等に関する事項

　　・令和4年度版自己点検・評価報告書　令和4年12月公表予定

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

○　設置計画履行状況報告書（令和４年度）

　　・令和5年度版自己点検・評価報告書　令和5年12月公表予定

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページ上に公開予定（公開時期は同上）

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　初年度入学者は4名であったが、より学生募集広報を強化し、優秀な人材確保に努める。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

③　認証評価を受ける計画

　　・令和６年度に評価機関（日本高等教育評価機構）の評価を受けるべく、学内で検討中

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

　（専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院については、機関別認証評価と分野別認証評価それぞれの受審計画について記載してください。）

※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

　　　　いて記入してください。

（５） 情報公表に関する事項
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別添①
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1 

大阪河﨑リハビリテーション大学大学院

ディプロマ・ポリシー

令和 4 年 4 月 1 日 

本学大学院のディプロマ・ポリシーを以下のように定める。

1．リハビリテーション学分野における高度医療専門職業人として、リハビリテーシ

ョンの発展に寄与することができる。

2．リハビリテーション学分野における幅広い学識と倫理観を有し、地域もしくは臨

床の場で指導的な役割を果たすことができる。

3．地域リハビリテーションにおいて企画・提供・マネジメント等に貢献することが

できる。

4．認知症を取り巻く予防も含めたリハビリテーションや支援を推進することができ

る。

5．修得した専門知識を教育・研究・臨床に生かし、リハビリテーション学及び関連領

域の発展に寄与することができる。
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1 

大阪河﨑リハビリテーション大学大学院

カリキュラム・ポリシー

令和 4 年 4 月 1 日 

１．本研究科の研究領域として、「運動機能科学領域」、「生活行為科学領域」、「コミュ

ニケーション科学領域」の３つの領域を設けて、これらの領域ごとに、教育・研究

を推進できるカリキュラムを編成する。

２．人の健康増進や生活向上に役立つ基礎的要素を涵養して新たなリハビリテーショ

ン学の追求を図るうえで必要となる学術活動の基礎を習得できるように、特別研究、

専門科目群とは別に、必修科目として「共通科目」６科目を配置する。

３．本研究科では、地域リハビリテーションの実践において活躍できる人材の養成を

目指していることを踏まえ、「地域リハビリテーションリーダー論」及び「地域支援

学特論」を全領域に共通の必修科目とする。

４．認知機能及び認知症に関する最新の知識を教授するために、「認知機能・認知予備

力特論」を共通科目に配置する。

５．理学療法士、作業療法士、言語聴覚士という異なる学問的背景を有する学生の要

請に応えて、リハビリテーション学関連の基礎的要素を涵養するために、幅広い関

連領域から精選した選択科目として「支持科目」１３科目を配置する。

６．領域ごとの「専門科目」については、各領域の特論と演習を組み合わせて、基礎

と応用の２段階の内容で科目設定を行い、実践課題を研究テーマとしての特別研究

へとつなげるようなカリキュラムを編成する。

７．ディプロマ・ポリシーに掲げた知識と技能を修得するために、選択する領域ごと

にコースワークとリサーチワークを適切に組み合わせることが可能なカリキュラ

ム編成を行う。

８．社会人であるリハビリテーション専門職者の学修と仕事の両立を可能にするため

に、夜間、土曜日の開講を行い、２年コースと３年コースのどちらかを選択できる

環境を整える。
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1 

大阪河﨑リハビリテーション大学大学院

アドミッション・ポリシー

令和 4 年 4 月 1 日

本研究科では、１、２、３の全てを満たした上で、４、５、６のいずれか

に相当する人を受け入れる。

１．理学療法士、作業療法士、あるいは、言語聴覚士の資格を有する人

２．英語論文を理解するために必要となる一定の英語力を有する人

３．地域リハビリテーションに関するエビデンスの構築や次世代のリハ

ビリテーション・サービスのあり方を積極的に考え、実践につなげる

ことができる人

４．チーム医療の中心的役割を担う高度医療専門職業人として活躍する

意欲を持つ人

５．リハビリテーション学の発展に貢献する教育・研究者を目指す意欲

のある人

６．地域でリハビリテーション療法士として働きながら、問題意識を明

確に有し、自ら問題解決を図る意識を高くもっている社会人

※ 社会人とは、地域の保健医療機関や介護施設などの職場に 3 年以上

在籍しているリハビリテーション専門職とする。
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科目№ MSS05-1E 授業形態 講義 開講年次 1年次 

授業科目名 地域社会福祉制度特論
担当教員

E-Mail
野村 和樹

nomurak@kawasakigakuen.ac.jp 

基本項目

科 目 区 分 単 位 数 履修期間

支持科目 選  択 2 単位 前 期（30h） 

授業概要

 社会福祉における施策は法律を根拠として実施される。地域における社会福祉の様々な支援も同

様である。社会福祉の制度にのっとり地域で展開される支援を地域社会福祉の制度とし学修を進め

る。社会福祉の施策に基づく支援により、基本的要求が充たされ尊厳の回復、健康で文化的な生活を

取り戻すことも、社会的なリハビリテーションと捉えた学修を展開する。

 本科目においては、地域における支援の形態とその根拠なる法律に着目して学修を進めたい。ま

ずは法律が制定される過程、そして、その法律を根拠として施行される施策を理解できるように、児

童福祉の領域を取り上げ、児童福祉の根拠となる法律である児童福祉法の制定に遡り、児童福祉に

ついての理解を深めたい。また、児童福祉法と身体障害者福祉法の関係、知的障害者福祉法制定との

関わりを明らかにすることにより、障がい者福祉にも言及し、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援する法律により地域における支援の実際から地域リハビリテーションのあり方を学ぶ。

次いで、『児童の権利に関する条約』を見ることにより、今日の児童の権利について学修したい。 
 ある事象が社会問題として取り上げられ、それが人間の尊厳を脅かしたり、あるいは健康で文化

的な最低限度の生活を営むための基本的要求が充たされない事態に陥るときに、それらの支援の施

策として設けられた法制度の例として、児童虐待を取り上げて、事象の発生から社会問題に発展す

る経過、および施策の根拠となる『児童虐待の防止等に関する法律』が制定される過程を学修する。 
「児童虐待防止対策の抜本的強化」等に見られる「児童虐待防止対策を強化するための児童福祉法

等の改正法」にあるように、実際の施策と根拠となる法律の関係を学ぶ。

また、近年、子育て支援の施策として、子ども・子育て支援法が制定され、子育て世代包括支援セ

ンターが設けられているが、同センターでは、地域における子どもの育みに関わる問題の発見から、

それを解決する支援の確立が求められている。本科目では、事例検討を通して、地域における施策の

あり方を学修する。

到達目標

1．社会福祉に関わる法律が制定された過程を理解できる

2．権利に関わる国際法が制定された過程を理解ができる 
3．法律を根拠とした支援ならびに制度が理解できる 
4．制度を根拠とし、個々に応じた支援計画が立案できる 
5．事例を通して社会的リハビリテーションが理解できる 

授業回数 テーマ 内容 担当教員

1 『児童福祉法』Ⅰ
今日の日本における社会福祉のはじまりとも

いえる『児童福祉法』の成立過程について学ぶ
野村 和樹

2 『児童福祉法』Ⅱ 『児童福祉法』の内容について学ぶ 野村 和樹

3 『身体障害者福祉法』 『身体障害者福祉法』の成立過程について学ぶ 野村 和樹

4 『知的障害者福祉法』 『知的障害者福祉法』の成立過程について学ぶ 野村 和樹

5 児童福祉と障害者福祉

児童福祉と障害者福祉との関わりを明らかに

し、『障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援する法律』を根拠として地域における支

援を学ぶ

野村 和樹

別添②
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6 『児童の権利条約』 『児童の権利条約』の成立過程について学ぶ 野村 和樹

7 
児童虐待防止法の制定Ⅰ イギリ

ス産業革命と児童虐待防止法制定

イギリスにおいて1889年に制定された『児童

虐待防止法』の背景について学ぶ
野村 和樹

8 
児童虐待防止法の制定Ⅱ 社会問

題化から現行の『児童虐待の防止

等に関する法律』の制定へ

今日の日本における児童虐待の現状を、資料を

通して読み取る方法を学ぶ
野村 和樹

9 
『児童虐待の防止等に関する法

律』と制度施策

『児童虐待防止法』から児童虐待の定義を理解

し、児童虐待について学ぶ
野村 和樹

10 
『児童虐待の防止等に関する法

律』と関連する法律

児童福祉に関わる法律から、被虐待児、個々に

応じた様々な支援について学ぶ
野村 和樹

11 
『児童虐待の防止等に関する法

律』等における支援
被虐待児に関わる支援について学ぶ 野村 和樹

12 児童虐待に関わる施設と支援
施設退所後の自立支援の実際から、社会的リハ

ビリテーションについて学ぶ
野村 和樹

13 児童虐待に関する事例検討
児童虐待に関わる事例から、虐待による心身へ

の影響を理解し、支援方法の立案について学ぶ
野村 和樹

14 
児童虐待予防のための包括的な支

援

子育て世代包括支援センターと子ども子育て

支援法に定められている「利用者支援事業」と

の関係を理解し、健やかな育ちの環境を学ぶ

野村 和樹

15 総括
各回の講義を振り返ることで、法律を根拠とし

た支援の関係を学ぶ
野村 和樹

成績評価方法 授業時に課す小レポート30％、最終レポート70％ 

教科書

著者 タイトル 出版社 発行年 

授業内で適宜レジュメ、資料を配布

参考文献
授業内で適宜紹介する 

事前・事後学修

留意事項
配付された資料をクリティークし、知識の集積を行い、自分の考えをまとめる。 

研究室 １号館 野村研究室 オフィスアワー 開講時に提示する 
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FD・SD 委員会規程
（令和 4 年 4 月 1 日施行）

大阪河﨑リハビリテーション大学
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大阪河﨑リハビリテーション大学  FD・SD 委員会規程

平成 29 年 9 月 19 日

大学規程第 5 号

（設置）

第 1 条  大阪河﨑リハビリテーション大学（以下「本学」という。）は、

本学の建学の精神及び教育理念の実現に向け、ファカルティ・ディベ

ロップメント（以下「FD」という。）及びスタッフ・ディベロップメ

ント（以下「SD」という。）を積極的に推進するために、FD・SD 委

員会（以下「委員会」という。）を置く。

（目的）

第 2 条  委員会は，本学の教育・研究内容及び教育方法の向上及び教育

研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るための教職員の能力並びに

資質向上のため，全学的な取組みを推進することを目的とする。

（組織）

第 3 条  委員会は次の構成員で組織する。

(1) 学長が任命した者  5 名程度

（ 学 部 及 び 研 究 科 の 各 専 攻 の 教 員 1 名 以 上 を 含 む ）

(2) 事務職員  若干名

2 事務職員は，学長，事務局長の協議に基づき，学長が指名する。  
3 委員の任期は 2 年とし，再任を妨げない。  
4 委員に欠員が生じた場合は，これを補充しなければならない。ただし，

後任者の任期は前任者の残任期間とする。

（委員長及び副委員長）

第 4 条  委員会に，委員長及び副委員長を置く。

2 委員長及び副委員長は委員の中から学長が指名する。

3 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。

4 委員長に事故又は支障があるときは，副委員長がその職務を代行する。 
5 委員長が必要と認めた場合は，委員以外の教職員の出席を求め，意見

を聴取することができる。

6 委員長は重要な事項については教授会に提案し，了承を求めなければ

ならない。
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（協議事項）

第 5 条  委員会は，次の事項を協議する。

(1) FD・SD 研修の企画・実施

(2) 学生による授業評価の結果分析及びフィードバックに関するこ

と

(3) FD・SD 活動に関する情報の収集と提供に関すること

(4) その他 FD・SD の推進に関すること

2 前号第 1 号に規定する FD・SD 研修の実施に当たり，委員は講師候

補者推薦書（様式第 1 号）を委員長に提出することができる。

（会議）

第 6 条  委員会は，委員の 3 分の 2 以上の出席がなければ会議を開くこ

とができない。

2 議決を要する事項については，出席委員の過半数をもって決し，可否

同数のときは，委員長の決するところによる。

（事務）

第 7 条  委員会の事務は，庶務係が行う。

（改廃）

第 8 条  この規程の改廃は，教授会に諮り，学長が行う。

（補則）

第 9 条  この規程に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項

は，委員会が定める。

附  則

1 この規程は，平成 29 年 10 月 1 日から施行する。  
2 この規程の施行に伴い，平成 17 年 12 月 5 日施行の「大阪河﨑リハ

ビリテーション大学ファカルティ・ディベロップメント委員会規程」は，

廃止する。

附  則（ 平 成 3 1 年 3 月 2 5 日 大 学 規 程 第 3 1 号 ）

この規程は，平成 31 年 4 月 1 日から施行する。  
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附  則（ 令 和 3 年 3 月 1 6 日 大 学 規 程 第 1 5 号 ）

この規程は，令和 3 年 4 月 1 日から施行する。  
附  則（ 令 和 4 年 4 月 1 日 大 学 規 程 第 3 号 ）

この規程は，令和 4 年 4 月 1 日から施行する。
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様式第 1 号 

講師候補者推薦書

ふりがな 
年

齢
歳 

候補者名 

現 住 所 

〒 

電話番号 

勤 務 先 役 職 

勤務先所在地 

経 歴 等 

研修会 

候補日 

  年  月  日（ ）    ：   ～   ： 

  年  月  日（ ）    ：   ～   ： 

  年  月  日（ ）    ：   ～   ： 

研修会

内 容

タイトル 

内  容 

推 薦 者 

所  属 氏  名 
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